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旅館業法施行細則 

昭和32年10月７日規則第29号 

改正 

昭和35年４月１日規則第15号 

昭和51年９月13日規則第36号 

昭和54年10月１日規則第35号 

昭和58年３月28日規則第15号 

昭和58年６月23日規則第29号 

昭和60年９月30日規則第32号 

昭和61年６月23日規則第18号 

平成元年３月27日規則第６号 

平成４年３月30日規則第21号 

平成７年３月30日規則第16号 

平成10年３月30日規則第７号 

平成12年３月30日規則第19号 

平成13年３月29日規則第19号 

平成15年３月24日規則第16号 

平成22年７月１日規則第27号 

平成30年７月12日規則第42号 

平成31年３月18日規則第８号 

令和２年12月14日規則第61号 

令和３年３月29日規則第41号 

令和５年12月11日規則第51号 

令和７年３月31日規則第26号 

旅館業法施行細則を次のように制定する。 

旅館業法施行細則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、旅館業法（昭和23年法律第138号。以下「法」という。）、旅館業法施行規則（昭

和23年厚生省令第28号。以下「省令」という。）及び旅館業法施行条例（昭和32年長野県条例第50

号。以下「条例」という。）の規定に基づき、法の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（許可申請） 

第２条 法第３条第１項の規定による旅館業経営の許可の申請は、旅館業経営許可申請書（様式第１

号）によらなければならない。 

（経営の承継に伴う承認申請） 

第３条 法第３条の２第１項、第３条の３第１項又は第３条の４第１項の規定による旅館業の許可を

受けた地位の承継の承認の申請は、旅館業経営承継承認申請書（様式第２号）によらなければなら

ない。 

（水質基準） 

第４条 条例第８条第１項第７号のアの規則で定める基準のうち原湯、原水、上り用湯及び上り用水

に係るものは、次の表の左欄に掲げる事項につき同表の右欄に掲げるとおりとする。ただし、温泉

又は井戸水を使用する場合であつて、この基準によることが困難であり、かつ、公衆衛生上支障が

ないと知事が認めるときは、同表の(１)から(４)までの一部又は全部の基準によらないことができ

る。 

左欄 右欄 

(１) 色度 ５度以下であること。 

(２) 濁度 ２度以下であること。 

(３) 水素イオン濃度指数 5.8以上8.6以下であること。 

(４) 全有機炭素の量又は過マンガン酸カリウ

ム消費量 

全有機炭素の量にあつては１リットル中３ミリ

グラム以下、過マンガン酸カリウム消費量にあつ
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ては１リットル中10ミリグラム以下であること。 

(５) 大腸菌 検出されないこと。 

(６) レジオネラ属菌 検出されないこと。 

２ 条例第８条第１項第７号のアの規則で定める基準のうち浴槽水に係るものは、次の表の左欄に掲

げる事項につき同表の右欄に掲げるとおりとする。ただし、前項ただし書に規定する場合において

は、同表の(１)及び(２)のいずれか又はすべての基準によらないことができる。 

左欄 右欄 

(１) 濁度 ５度以下であること。 

(２) 全有機炭素の量又は過マンガン酸カリウ

ム消費量 

全有機炭素の量にあつては１リットル中８ミリ

グラム以下、過マンガン酸カリウム消費量にあつ

ては１リットル中25ミリグラム以下であること。 

(３) 大腸菌 １ミリリットル中１個以下であること。 

(４) レジオネラ属菌 検出されないこと。 

（水質検査） 

第５条 条例第８条第１項第７号のアの(ア)の規定による水質検査は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める回数で行うものとする。 

(１) 水道水以外を使用した原湯、原水、上り用湯及び上り用水並びに浴槽水を毎日完全に入れ換

えている浴槽の浴槽水 毎年１回以上 

(２) 前号に掲げる浴槽水以外の浴槽水で塩素系薬剤による消毒を行つているもの 毎年２回以上 

(３) 第１号に掲げる浴槽水以外の浴槽水で塩素系薬剤による消毒を行つていないもの 毎年４回

以上 

（雑則） 

第６条 省令及びこの規則の規定に基づき知事に提出する書類は、所轄保健所長を経由しなければな

らない。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 旅館業法施行細則（昭和23年長野県規則第53号）は、廃止する。 

附 則（昭和35年４月１日規則第15号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて交付されている証票、許

可証等は、当分の間、この規則による改正後の規則の規定に基づいて交付された証票、許可証等と

みなす。 

３ この規則施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて提出されている申請書そ

の他の書類は、この規則による改正後の規則の規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみ

なす。 

４ この規則施行前にこの規則による改正前の規則に基づいて調製した簿冊及び用紙は、この規則施

行後においても、当分の間、使用することができる。 

附 則（昭和51年９月13日規則第36号） 

（施行期日） 

この規則は、昭和51年10月１日から施行する。 

附 則（昭和54年10月１日規則第35号） 

この規則は、昭和54年10月11日から施行する。（後略） 

附 則（昭和58年３月28日規則第15号） 

この規則は、昭和58年４月１日から施行する。 

附 則（昭和58年６月23日規則第29号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和58年７月１日から施行する。 

（経過処置） 

２ この規則の施行の際、現に旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の規定による許可を受
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けて旅館業を営んでいる者がその際その営業の用に供している施設のうち、この規則による改正後

の旅館業法施行細則第５条第１号、第６条第１項第１号、第７条第１項第３号及び第８条第１項に

規定する構造設備の基準に適合しないものについては、この規則施行後において、当該施設の客室

を増築し、又は改築するまでの間、これらの規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年９月30日規則第32号） 

この規則は、昭和60年10月１日から施行する。（後略） 

附 則（昭和61年６月23日規則第18号） 

この規則は、昭和61年６月24日から施行する。 

附 則（平成元年３月27日規則第６号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成４年３月30日規則第21号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成７年３月30日規則第16号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成10年３月30日規則第７号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成12年３月30日規則第19号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過処置） 

２ 平成12年４月１日前においてこの規則による廃止前及び改正前のそれぞれの規則の規定により納

付すべきであった手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成13年３月29日規則第19号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月24日規則第16号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年７月１日規則第27号） 

この規則は、平成22年10月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月12日規則第42号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年３月18日規則第８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年12月14日規則第61号） 

この規則は、令和２年12月15日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日規則第41号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年12月11日規則第51号） 

この規則は、令和５年12月13日から施行する。 

附 則（令和７年３月31日規則第26号） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 
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（様式第１号）（第２条関係） 
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（様式第２号）（第３条関係） 
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